電気事業におけるインセンティブ規制政策 by 山谷 修作
電気事業におけるインセンティブ規制政策
著者 山谷 修作
著者別名 Yamaya Shusaku
雑誌名 経済論集
巻 16
号 1
ページ p55-80
発行年 1990-10
URL http://id.nii.ac.jp/1060/00005454/
Creative Commons : 表示 - 非営利 - 改変禁止
http://creativecommons.org/licenses/by-nc-nd/3.0/deed.ja
東洋大学「経済論集J 16巻 1号 1990年10月
電気事業におけるインセンテイブ規制政策
山谷修作
1. はしカずき
2.総括原価方式の見直し
(1)独占的供給と総括原価方式
(2) 競争要因の増大と料金規制
(3) 総括原価方式の問題点
(4) 従来の規制上の対応策
3. インセンティブ規制のアウトライン
目
(1) 包括的アプローチと部分的アプローチ
(2) 導入の背景と実施状況
(3) しくみと目的
(4) プログラム・デザイン上の留意点
4.総括原価方式の改善方式としてのインセン
ティブ規制 各種方式の考え方と実例
(1) スライデイング・スケール
次
(2) 料金自動調整方式
(3) 部分的費用調整方式
(4) 指数連動方式
(5) 発電所パフォーマンス・インセンティ
プ方式
(6) 料金水準ヤードスティック方式
5.代替的規制としてのプライスキャップ方
式
(1) そのしくみと利点
(2) 英国におけるプライスキャップ規制
(3) 米国におけるプライスキャップ規制
(4) 残された諸問題
6.結び
1.はしがき
電気事業は自然独占の性格を持つ産業として，その料金について「総括原価方式」による規制を
受けてきた。この方式の目的は，企業の独占的な料金設定から需要家を保護すると同時に，必需性
の高い電気サービスの安定的な供給を確保することにある。
しかし，こうした独占的供給を前提とした料金規制システムが，電気事業が競争に直面するよう
になった場合でも引き続き有効で、あるといっ保証はない。競争的な環境下では，従来以上に費用節
減による料金低廉化の必要性が高まるはずで、ある。また，競争に直面する企業には，市場の変化に
対応しうる柔軟な料金設定も求められる。これに対し，独占を前提とした現行の料金規制システム
-55 
は，競争的環境下で企業が具備すべき，そうした効率向上への誘因や料金設定上の柔軟性を十分に
提供しえないc
ノト論で、は，現行の総括原価方式の問題点を整理し，その改善方策として，あるいはそれに代わる
ものとして，経営効率向上への誘因と料金設定上の柔軟生を電力会社に提供しうるような料金規制
システムについて，米国および英国における事例を中心に検討する。
2.総括原価方式の見直し
(1) 独占的供給と総括原価方式
公益事業は，固定設備のネットワークに依存してサービスを提供することから費用逓減の供給特
性を有し，自然独占産業としての位置づけを与えられてきた。こうした産業では守同一区域内で複
数の企業が競争すれば規模の経済性が十分に享受できないから 1社による独占的供給を認め，そ
の代わりに政府が料金等の供給条件を規制して，市民の日常生活や産業の発展にとって不可欠なサ
ービスの安定的かつ非差別的な供給を確保することが望ましいと考えられてきた。
典型的な公益事業規制においては，一定区域における供給独占を参入規制によって保証する一方
で，競争的な市場であったなら実現されたであろう水準に近い料金を企業に設定させるための料金
規制が行われてきた。具体的な料金設定方式としては「総括原価方式」が採用きれ，企業が，サー
ビス供給に要する適正な費用に適正な事業報酬を加えて算定される総括原価に等しい総収入をあげ
られるように，料金水準が決められている。
(2) 麓争要因の増大と来十余規制
近年，公益事業各分野において競争要因が増大し，世界的な広がりをもって規制緩和政策が推進
されるようになってきた。電気事業においても高性能なコージェネレーション・システムの開発な
ど技術革新の進展に伴って，参入費用の規模やその埋没性が小きくなり，競争を導入しうる可能性
が出てきた。一方，需要面においても，エネルギーコスト低減化のための方策としてコージェネレ
ーションなど小規模な分散型供給システムに対するニーズが高まりつつある。こうしたシステムは，
供給義務を有する電力会社に対して，ネットワーク・バイパスの脅威を与えるようになってきた。
このような競争要因の増大に直面して，電力会社には，費用節減による料金水準の低廉化が従来
以上に要求される。また，料金体系についても，多様性と柔軟性を備えることの重要性が高まって
くる。しかし，現行の総括原価方式は，電力会社に費用節減を促すための誘因を十分提供しないし
競争的な市場条件に対応して柔軟な料金を設定することにも禁止的である。
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(3) 総括原価方式の問題点
競争的環境への移行等を念頭においた場合，現行の総括原価方式の主要な問題点は，次のように
整理することができょう c
① コストプラスの性格
規制を受ける企業は「適正な」費用のみを料金収入で回収できるとされているが，費用情報
が企業に偏在するため，行政サイドが適正かどうかを査定する能力には限界がある。そのため，
積み上げられた費用がほぼそのまま認可きれ，企業が費用節減への強力な誘因を持たないおそ
れがある。
② 合理的基準を欠く値下げ還元
企業の達成報酬率があらかじめ設定された公正報酬率を上回った場合，それに経営努力等の
内部要因と為替・原油価格等の外部要因とがどれだけの比率で寄与したかが十分に解明きれな
いまま、そっくり値下げ還元を求められる。したがって，企業にとって費用節減への誘因が働
きにくい。
③ 過度に資本集約的な生産方法への偏り (Averch-J ohnson効果)
規制機関が定める公正報酬率が資本コストを上回る場合，企業は，事業報酬を大きくするた
めに，過度に資本集約的な生産方法を採用しょっとする誘因を持つ。具体的には，必要以上に
信頼度の高い高額の設備を導入する，必要以上に予備設備を保有する，設備を 1)ースしたほう
が効率的でも自社所有とする，などの方法で，レートベース(事業資産価値)を膨らませる。
④ 費用の完全配賦による料金の硬直性
総括原価方式てすま，固定費を含め総費用を各サービスにすべて配賦してー平均費用にほぼ見
合う料金を設定する。そのため，市場反応的で柔軟な料金を提供しにくい。たとえば.余剰供
給力を持つ企業が何らかの割引料金を提供する場合，追加的供給に関連する増分費用のみに基
づいた低廉な料金の設定が容易でないことが予想される。
⑤ 非規制分野への内部補助の誘因
企業が競争的サービスと規制を受ける独占的サービスの両分野で事業を行う場合，両方のサ
ービスの供給に共通して用いられる設備が存在することが多い。企業は，こうした共通費の大
部分を規制サービスのレートベースに算入することにより，事業報酬の増大を図ると同時に、
競争的サービス分野での価格競争を有利に展開しようとする誘因を持つ。
⑥ 報酬率設定の硬直性
わが国では，料金算定において報酬率の設定が固定化される傾向がある。そのため，企業の
資本コストに相当するはずの報酬率が市場の実態を必ずしも反映せず.資源配分上の非効率を
招くおそれがある。また，各社横並びの報酬率は，今後競争が一層進展した場合に，企業間競
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争に対応した柔軟な料金設定の支障となりかねない。
⑦行政・企業両サイドの過重な運用コスト
規制機関は，レートベースの決定，共通費の配賦など総括原価の査定作業に人員を配置する
ため，かなりの事務コストを必要とする。一方，規制を受けるために企業が規制機関に情報を
提供するための事務コストも無視できない。行政サイドのコストは納税者，企業サイドのコス
トは料金支払者，それぞ、れの負担を重くすることになる。
公益事業において競争要因が増大するにしたがって，これらの問題点は増幅することが予想
される。こうしたことから総括原価方式の見直しが必要とされている。
(4) 従来の規制上の対応策
総括原価方式にまつわる非効率を排除するために，従来から様々な規制上の方策が試みられてき
た。インセンティプ規制を検討する前に，そうした方策のいくつかを取り上げてみよう。
①特定費目の監視
規制機関は日常的に，電力会社の支出に目を光らせ，もし特定の経費が不適当なことを発見
した場合には，その経費を料金算入から除外することができる。一般には，当の経費はすでに
発生しているため，算入拒否は電力会社の利潤を減少させることになる。したがって，こうし
た監視の仕方にはある程度，効率を促進する効果があろう。
しかしながら，電力会社の経費の有効な監視には，業務に関する専門知識の蓄積と相当数の
人員が必要とされるが，現在の規制機関にはそれらが十分に備わっているわけで、はない。それ
ゆえ，こうした方策に大きな期待をかけることはできない。
② 経営監査
米国において1970年代にポピュラーになった手法の一つに，経営監査 (managementaudit)が
ある。 1970年代初から半ばにかけて，電気料金の急上昇に対して需要家の不満が高まり，規制
機関は電力会社のパフォーマンスのより厳格な審査を要求されるようになった。こうした圧力
に対応して，一部の州規制機関は，電力会社に対して 3-5年に 1回，外部の経営コンサルタ
ント会社による経営監査を受けることを求めた。通常，経営コンサルタント会社は規制機関に
よって選任され，電力会社の経営者への個別インタビューを含め，経営行動の綿密な検討を試
みる。 3-9カ月に及ぶ調査の後， コンサルタント会社は，電力会社の業務運営を評価し，特
定の費用削減の可能性とその達成方法を勧告した報告書を規制機関に提出する。理論的には，
経営監査は，企業経営における非効率の源泉を識別し，経営行動の改善方策を提示するもので
ある。
しかしながら，これまでの経験では，そうした経営監査の利点が必ずしも十分に活かきれて
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いないようである。その理由として，①監査を受ける側の企業が監査人に不信感を抱き，情報
の開示に非協力的な態度をとること，②経営監査はその性格上，事後的で，スナップショット
的な指針となりがちで，一つのプロセスとしての経営の性格を十分に考慮、しないこと，か指摘
されている九そうであるとすれば，経営監査の有効性には.自ずから限度があるといえよう。
③規制ラグの活用
現行の料金規制において，料金は，常に費用の変化を正確に反映するように絶えず調整され
るわけではない。料金改定には，所定の行政手続きと原価査定作業を必要とするため，その必
要性が認識されてから実施きれるまでに，かなりの時間的なズレを生じるc これが規制ラグ
(regulatory lag) と呼ばれるものである。
規制ラグのために，料金は，費用が変化した場合でも固定的となる傾向があり，料金の変化
は費用の変化の後追いとなる。料金改定が実施されるまでの期間，電力会社は，費用削減が利
潤増大に直接結びっくため，効率的な供給を行うためのインセンティブを与えられることにな
る。規制機関はこれまで，料金規制システムに組み込まれたこのような意図せざる効率促進メ
カニズムを意識的に利用してきたように思われる。
しかし，規制ラグが経営効率に関していわば両刃の剣であることに注意しなければならない。
第1に，規制ラグの期聞が終わりに近づくと，次の料金改定が終了するまで，電力会社の効率
改善へのインセンティプが消滅する。ことに米国の一部の州のように，いまだに実績主義の原
価算定期聞が採用されている場合には，電力会社は，新たな原価算定期間について高い供給費
用を積み上げたり，費用の節減に結びっくイノベーションの導入についても料金改定後まで引
き延ばすことにより，将来の利潤を増大させようとする誘因を持つ2)。第2に，規制ラグの効率
促進メカニズムは，生産性上昇率がインフレ率を上回ってはじめて有効に作動する点に注意が
必要で、ある。その逆の状況下では，電力会社は，隣接する料金改定聞の期間に，資本コストを
下回る報酬率しか通常あげられない。電力会社が効率的な経営によっても吸収できない外部要
因による費用上昇に直面しているとすれば，規制ラグは，究極的にはサービスの質の低下ある
いは事業報酬の減少をもたらし，需要家あるいは株主の利益を損なうことになろう 3)。
3. インセンティブ規制のアウトライン
総括原価方式は，報酬率規制の別称、のとおり，独占的な企業による超過利潤の取得を防止するこ
1) Strasser & Kohler (1989)， p.21. 
2) Kahn (1971)， p.60. このため，一部の論者は.ラグの期間を意図的に不確実にしておくことを提案している。だが.そ
のことは.現在の状況とき程隔たるものではない。
3) Schneidewind & Campbell (1981)， pp.400-1. 
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とに重きを置いてきた。しかし規制の本来の目標は，企業の利潤の最小化ではなしできる限り
低廉な料金で消費者に良質なサービスを供給することにある。したがって，利潤の制限に固執する
よりも，利潤を通じての合理的な報奨という形で企業の費用節減を促すほうが前向きの取組みだと
いえる。
誘因としての利潤の役割を活かした規制システムは，インセンティプ規制と呼ばれ，欧米諸国に
おいて公益事業規制の制度が開始きれて以来，多様な方式が工夫きれてきた。それらの方式の多く
は総括原価方式の改善方策であるが，最近では総括原価方式に代わる規制システムとしてプライス
キャップ方式が注目されている。
(1 ) 包括的アプローチと部分的アプローチ
各種インセンティブ規制は，包括的アフ。ローチ (comprehensiveapproach)をとるものと，部分的
アプローチ (partialapproach)をとるものに区分できるへ包括的アプローチをとるインセンティブ
方式においては，そのターゲ、ットは，企業全体としての費用またはパフォーマンスの改善に向けら
れる。これに対して，部分的アプローチをとるインセンティブ方式にあっては，企業のある特定の
費用項目またはノマフォーマンス要素の改善が，そのターゲットとされる。
包括的アプローチは，他の費用やパフォーマンス要素を犠牲にして，特定の費用やノfフォーマン
ス要素を改善しようとする誘因を企業に与えない点で，部分的アフ。ローチよりすぐれている。しか
しながら，営業費など特定の費用やパフォーマンス要素に関するデータの入手や計測のほうが，資
本費を含む企業全体に関するそれよりも容易で、ある点では，部分的アプローチのほうに軍配が上が
る。米国電気事業においてこれまで実施きれてきた多くのインセンティブ規制プログラムは，包括
的な計測を回避し，企業の特定費用項目またはパフォーマンス要素に焦点を当てるものであった。
しかし昨今，総括原価方式をとらないため，複雑な費用計算を必要としない包括的アフ。ローチと
してのプライスキャップ方式が英国の民営化された公益事業分野および米国の電気通信事業におい
て採用きれるようになり，新たに注目されるところとなってきた。
包括的アフ。ローチをとるインセンティプ規制方式としては，スライテYング・スケール，料金自
動調整方式，料金水準ヤードスティック方式プライスキャップ方式が代表的である。これに対し
て，部分的アフ。ローチをとる主要な方式として，部分的費用調整方式，指数連動方式，発電所パフ
ォーマンス・インセンティブ方式，等がある。米国電気事業における実施状況をみると，部分的ア
プローチをとるインセンティプ方式が幅広く用いられている。 Strasser& Kohlerによれば5)，1987 
年に運用きれていたプログラムのうち， 62%が発電所運転パフォーマンスに， 5%が発電所建設費
4) Joskow & Schmalensee (1986)， p.36. 
5) Strasser & Kohler (1989)， p.64. 
60-
電気事業におけるインセンティプ規制政策
パフォーマンスに，また19%が燃料・買電費にかかわるものであった。
(2) 導入の背景と実施状況
十数年前まで，米国においてインセンティブ規制といえば，ワシントンD.C.とニュージャージー
州で実施されたスライデイング・スケールの経験しか存在しなかった。全米各地の州規制機関がイ
ンセンティブ規制に関心を示すようになったのは， 1970年代に入ってコスト上昇と料金引上げが起
こってからである。頻繁に実施きれるようになった煩墳な料金審査への対応策として，新たな料金
規制上の工夫が模索される過程で， インセンティブ規制jが注目されるようになってきた。
インセンティブ規制は，詳細な料金審査に代わるものとして位置づけられ，規制機関の人的資源
に課せられる負担を軽減することを期待されたへ加えて，例外的なパフォーマンスについて企業を
報奨または制裁するシステムのほうが，伝統的な規制より公平であると考えられたのである。
1987年における米国電気事業連合会 (EEl)の調査によれば， 22の州規制機関が合計22のインセン
ティブ・プログラムと10のインセンティブ特性を持つプログラムを電気事業分野において運用して
いた， とされる 7)。現時点では，全米のほぼ半数の州において，いずれかのインセンティブ・プログ
ラムが実施されているとみられる。 1990年3月における現地謂査を含め，筆者がこれまでに把握し
た州別の各種プログラムの実施状況は，おおむね，別表のとおりである。
(3) しくみと目的
インセンティブ規制のしくみは，規制対象ときれる企業に対し，良好なパフォーマンス(業績)に
ついて報奨 (reward)を提供し劣悪なノマフォーマンスについては制裁 (penalty)を課するものであ
る。その目的は，企業の生産効率を改善すること，すなわち達成可能な最小費用で企業にサービス
を供給させること，にある。
自由な市場における競争的な企業は常に，そのパフォーマンスの良し悪しに基づく報奨と制裁の
システムに直面している。インセンティブ規制は，こうしたシステムを，規制を受ける事業分野に
拡大する試みといってよい。規制機関が運用するインセンティブ規制方式は，市場の圧力に代わっ
て，規制を受ける企業に対して，効率改善への努力を促すことを期待きれるのである。
(4) プログラム・デザイン上の留意点
規制機関がインセンティブ規制システムを構築するにあたっては，次の諸点に留意することが必
6) Costello (1984). p.1l5. 
7) Strasser & Kohler (1989). p.62 
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表 各種インセンティブ規制とその実施状況
フ。ログラム
適 用
電気事業(州名)
ニュージャージー(1977) カリフォルニア(1983)
部分的費用調整方式 ミシガン (1979-83) イリノイ
(対象:燃料費・買電費等) オレゴン(1980) フロリダニューヨーク (1983) ユタ
ノースカロライナ(1983)
部分的 指数連動方式 ミシ力事ン(1979-83)
アプローチ (対象:人件費・資材購入費等) ニューヨーク (1983)
コネティカット (1979) ニュージャージー(1983)
フロリダ(1980) FERC(1983) 
発電所パフォーマンス・ カリフォルニア(1981) テキサス (1984)
インセンティブ方式 アーカンサス(1981) アリゾナ(1984)
ニューハンプシャー(1982) アイオワ(1986)
コロラド(1983) マサチューセッツ(1988)
スライデイング・スケール ワシントンD.C.(1925 -55) ニュージャージー(1944-48)
ニューメキシコ (1975-82)
料金自動調整方式 アラパマ(1982)
包括的 ミシシッピー
料金水準ヤードステック方式 (一部の外|で検討中)
アプローチ
プライスキャップ方式 (英国電気事業で導入予定)
注)カッコ内の数字は，導入年次または実施期問。
事 f9~ 
他の公益事業(企業名)
ミシカツ・ベル(1980-83)
アラパマ・ガス(1985)
サウスセントラル・ベル(1986)
ブPリティッシュ・テレコム(1985)
ブリティッシュ・ガス(1986)
AT&T(1989) 
ニューヨーク・テレフォン(1989)
パシフィック・ベル(1990)
ミシガン・ベル(1990)
英国水道会社(1990)
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要である。
第1に，インセンティブ・プログラムは、単純明快で〉理解しやすいものでなければならない8)。
プログラムが過度に複雑になると.一般需要家の受容性を低下させる，などの問題が出てこよう。
第2に，パフォーマンスの評価基準は，現在の経営者が管理可能な業務上の諸事項に焦点を合わ
せるべきである9)。以前の経営者によってなされた決定の結果として，今日のパフォーマンスが芳し
くないとしても，企業の現在の株王に制裁を課するべきではない。現在の経営者は，その引き継い
だ設備を所与として，パフォーマンスを評価きれねばならない。また，経営者が影響を及ぽせない
突発的な出来事によるパフォーマンスの変化について，企業を報奨または制裁することも無意味で
ある 10)。
第3に.パフォーマンスの評価にあたっては，計測されるパフォーマンスに影響を与える外部要
因に留意すべきである。たとえば， k¥¥市販売量の変化は，経済環境，気象条件，代替エネルギーの
相対価格等，経営者の管理範囲を超えた外部要因の変化によって起こりうる。このほか，他社比較
を行う場合には，人口密度，会社の規模および他社との連系、地域の燃料供給条件， 1需要家あた
り電気使用量，区域の成長率，等の外部要因のバリエーションが，パフォーマンス評価において，
電力会社間に重要な相違を生み出す点にも注意すべきである 11)。
第4に，企業がサービス水準を低下きせることにより費用を削減し，それによって大きな報奨を
得ることがないように，規制機関が監視する必要がある。規制機関によるモニターや監督が不十分
で深刻なサービス品質問題が生じる場合には，インセンティブ・プログラムの中に明示的に，サー
ビス水準制約を組み込むことも可能で、ある。しかしこうした制約は，インセンティブ・プログラ
ムの効率メッセージの明確性をあいまいにするおそれがあるため，ラスト 1)ゾートとしてのみ用い
られるべきだろう 12)0 
第 5に，部分的アプローチをとるインセンティブ・プログラムにあっては，企業による意図的な
操作 (manipulation)を引き起こさないよう，留意する必要がある 13)。たとえば，パフォーマンス評
価基準として発電所の運転効率が採用きれる場合，企業は過度な保守費をかけることにより，報奨
を得ることができる。この場合，企業に与えられる報奨額は，運転効率の向上による費用節約額を
上回るかもしれない。こうしたおそれのある場合には，過度な保守費に対する制裁を設けるなどの
8) Owens (1983)， p.360. 
9) Landon (1984)， pp.134-5. 
10)規制!機関は，経営者による努力の効果と突発的な出来事の影響とを明確に区別できない。したがって，ある程度，そうし
た問題が起こることは，避けられない。
11) Landon (1984)， p.136. 大部分のインセンティブ・プログラムは.計測きれるノマフォ マンスに影響を与える外部要因
について，バフォ-"7ンス・ターゲットを調整していない。それゆえ，良好に経営する企業が制裁きれ，貧弱な経営効率の
企業が報奨されるおそれがあることが指摘されている。 Costello(1984)， p.1l7. 
12) Strasser (1989)， p.168. 
13) McIntyre (1983)， p.348. 
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きて，以上の諸点を踏まえて，具体的なプログラムをデザインするのは，一般に規制機関の役割
と考えられている。しかし，適用対象とされる電力会社は，経営の諸条件に照らして，プログラム
の効果やパフォーマンスの達成可能性を最も的確に予測しうる立場にある。したがって，規制機関
は，電力会社の協力を得ながら，その会社に最もふきわしいプログラムを編み出すことカミ望ましい。
また，会社の経営者に提供される報奨金が料金収入でまかなわれる場合には，料金支払者の理解を
得ることも重要となるご
ところで，企業に対する実際の報奨または制裁は，報酬率の引上げまたは引下げ調整を通じて実
施されることが多い。この点に関して，かなり以前から，経営努力に対する特別の報奨に応えうる
のは経営者なのだから，株主に対して報酬率を引き上げるよりも，経営者に対して報奨金を支払う
べきだとする見解が存在する 14)。それによれば，インセンティブは，役員報酬(managementcompensa-
tion)の一部として扱われ，その負担は料金支払者に課せられることになる。しかしながら，こうし
た見方にあっては，報酬率の引上げを通じて株主に提供される報奨は，保有株の価格上昇や役員報
酬の引上げ，さらには有能な経営者としての名声といった形で，確実に経営者にも利益を与える側
面を見逃しているように思われる。
4.総括原価方式の改善方策としてのインセンティプ規制
一一各種方式の考え方と実例一一
(1 ) スライディング・スケール
スライテゃイング・スケールは，電力会社の達成報酬率が事前に定められた想定(公正)報酬率と異
なる場合に，自動的に料金を調整する。効率向上への誘因を提供するため，達成報酬率が想定報酬
率を上回る場合，その差の一定比率を企業に利潤として与え，残りを需要家に値下げ還元する。逆
に，達成報酬率が想定報酬率を下回る場合には，その差の一定比率しか報酬率を引き上げないよう
に，料金が値上げ調整される。公正報酬率を上回る報酬率を上げても，超過分を全部値下げ還元し
なくてよいので¥効率化誘因が強く働く。
単純なスライディング・スケールにおいては，新料金での達成報酬率が次式で与えられるように，
料金が調整される。
r't二 rt+a(r車 rt)， u<a<l 
???
ここで， r't 新料金の下でt期に実際に取得できる報酬率
r* 想定報酬率， rt .旧料金の下での達成報酬率
14)こうした見解は，古くはMorgan(1923)， p.41，最近てすまStrasser& Kohler (1989)， p.170などに表明きれている。
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スライデイング・スケールを実施するには，規制機関はまず.通常の料金審査において，伝統的
な手続きの下でと同様，想定(公正)報酬率を設定し，電力会社がこれに等しい報酬率を達成すると
期待きれるような料金を決めなければならない。加えて，規制機関Li，分配定数aを選定しなければ
ならない。 aが1に近づくほど規制はコストプラスの性格を強め，もし 1に等しければ，電力会社は
毎期，想定報酬率を得る。逆に aがOに近づくほど，料金は固定的となる。
スライディング・スケールは，企業に費用節減のための明示的なインセンティブを提供し，伝統
的な総括原価方式にもなじむことから，米国の電気事業において，早くも1920年代に採用された実
績を持つ。コロンビア特別区公益事業委員会は， 1925年lこ，首都ワシントンにおいて電力を供給す
るPotomacElectric Power Company (PEPCO)に対して，このインセンティブ方式を適用した。
当初のプログラムでは.想定報酬率が7.5%に設定された。電力会社の達成報酬率がこれを下回る
場合には， 7.5%の報酬率をあげられるように，料金は自動的に引き上げられる。逆に，電力会社の
経営努力により達成報酬率が7.5%を上回る場合には，その超過分の50%だけ料金がヲ|き下げられ，
残りの50%は会社に与えられることになる。このプログラムは，後になって，次のように修正され
た。まず.想定報酬率が6%に改められた。さらに，料金の引下げ率については，①達成報酬率が
6%を超え7.25%以下である場合，超過分の50%だけ翌年の料金を引き下げる，②達成報酬率が7.25
%を超え 8%以下である場合， 7.25%を上回る超過分の60%だけさらに料金をヲ!き下げる，③達成
報酬率が8%を超える場合， 8%を上回る超過分の75%だけさらに料金をヲiき下げる， ものとされ
た。
スライディング・スケール導入の効果はきわめて良好で、あり，電気料金の低下と，企業利益の増
大がもたらされた。 PEPCOの料金U:，このプログラムが開始きれた時点では全米で最も高い方に位
置していたが，その後プログラムの効果が現れて，全米で最も低い方まで低下した。当時，電気事
業は急成長期にあり，すべての電力会社が規模の経済性を享受できたため，電気料金は全体として
低下傾向にあったとはいえ， PEPCOの料金は全米平均よりも大幅に低下している。一方，報酬率に
ついても，同社のそれは1925-40年の期間に全米平均をかなり上回っていたことが指摘されてい
る1九しかしながら，第2次大戦後のインフレにより電気料金の上昇がもたらされると，同社の高い
報酬率および制裁条項の欠如が政治的に問題ときれるようになり，このプログラムは1955年に廃止
された。その間， 1944年には，ニュージャージーにおいて，過度の料金変動を回避するための準備
基金を設けた，幾分複雑なスライデイング・スケール・プログラムが導入された 16)。しかし電力会
社側の要望により，わずか4年間で廃止されている。
スライデイング・スケールは，経済安定期に有効性を発揮しうる。しかし，インフレにより予想
15) Trebing (1963). p.22 ; Strasser & Kohler (1989). p.61. 
16)その詳細については.Clemens (1950)邦訳11-16頁，およひ'Schmalensee(1979). pp.127-8を参照のこと。
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外に投入物価格が上昇する場合，この方式では効率的な経営が行われでも企業の報酬率は低下する
ことになる。一方，技術革新により発送電設備の費用が低下する場合，その逆のことが起こる。し
たがって，その有効性は，企業の守備範囲を超えた、投入物価格の変動等の外部要因を想定値に織
り込む能力に依存するところが大きし、。 Kahnが指摘するように17L規制機関は，報奨が不必要に高
くなるような状況を見極め，必要な下方修正を行うことを怠つてはならず，他方，利潤が不当に低
いと判明する場合には，逆の修正を行うことを怠つてはならないだろう。
(2) 料金自動調整方式
1975年に，ニューメキシコ公益事業委員会(NMPSC)が導入した供給費用インデクシング(COSI)
は，一定のインセンティブ特性がビルトインされた，料金水準の自動調整方式の最初のプログラム
であった。このプログラムでは，目標自己資本報酬率として13.5%-14.5%のレンジが設定きれ，
電力会社の実際の自己資本報酬率がこのレンジから議離する場合，四半期ごとに料金が調整される。
料金は，自己資本報酬率が13.5%を下回ると引き上げられ， 14.5%を上回ると引き下げられるつこ
の目標水準は，普通株の株価純資産倍率を1.25に維持するように設定されたが， 1 %というレンジ
は，生産性改善のためのインセンティブを提供することを意図きれている。つまり，このレンジの
存在を利用して，電力会社は生産性改善の成果の幾分かを手にすることが可能で、ある。
このプログラムは. 1982年に，法律により禁止きれているとして廃止された ο その最終評価にお
いて， NMPSCは， COSIが資本市場に対してインフレを考慮、した料金の迅速な引上げの保証を与え
るために，所要資本の調達コストの低下(節約額は数百万ドル)がもたらきれた， との結論を下してい
る18)。しかしその一方で"， NMPSCは， COSIが電力会社に対して費用の抑制や余剰設備の回避を促
さなかったことに，関心を寄せている。このプログラムについては，報酬率を一定に維持すること
から，電力会社の経営パフォーマンスの良し悪しが報酬率に反映きれなくなり，規制機関がパフォ
ーマンスを評価するための基準を失うことになる， とする批判も提起きれている 19)0
ニューメキシコと同様の料金自動調整方式は， 1982年にアラパマ公益事業委員会によって電力会
社に対して採用され， 1985年にガス会社，その翌年には電話会社に適用範囲が拡大きれている 20)。き
らに，パーモント委員会でも同様のプログラムが採用されたが，その後廃止されている。一方， ミ
シシッピー委員会は，電力会社の業務運営にかかわる 7つのパフォーマンス指標に基づいて，幾分
自動的な料金調整が行われるプログラムを採用した 21)0 7つの指標とは，建設パフォーマンス.負荷
17) Kahn (1971). p.62. 
18) Strasser & Kohler (1989). p. 65.また. COSIを高〈評価する見方としてParker(1979). pp.97-144を参照のこと。
19) Trebing (1976). pp.86ー7.
20) Strasser & Kohler (1989). p.65. 
21) Strasser & Kohler (1989). p.66. 
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率への寄与，需要家の満足，住宅用サービスの比較，料金，安全性，供給信頼度，である。各指標
ti， 1から10までの評点で格付けきれる。料金の調整は，四半期ごとに， 7つめ指標の過重平均を
計算することにより，自己資本報酬率の調整を通じて行われる。なお，総収入の年間変化率が2%
以内となるように制限されている。このプログラムは，きわめて複雑ではあるものの，経営パフォ
ーマンスに基づいた新しい料金自動調整方式の試みとして注目に値する。
料金自動調整方式には，インフレ期において電力会社が通常の料金改定問に規制ラグによる損失
をこうむるリスクを軽減し規制機関に対しても料金改定に伴う原価査定等の過重な作業から解放
する利点がある。しかしながら，この方式は，料金調整の自動性を高めるほど，規制ラグや，規制
機関による特定経費の査定など.既存の制度に備わっているインセンティブを弱めるおそれがある。
(3) 部分的費用調整方式
米国の電気事業においては、インセンティブ規制に関する各州の規制機関の努力は，電力会社の
料金収入と実際の費用とを切り離す，いわゆる費用調整方式の開発に王として傾注きれてきた。費
用調整方式は，企業の実際の供給費用と一定の基準値との差に基づいて自動的に料金を調整する。
費用節減への誘因は，費用の変化率よりも小幅に料金を調整することにより提供される。単純な方
式は，次式で示される。
Pt=C車十a(C，-C竹. O<a<l (2) 
ここで.Pt : t期の料金水準 C. 想定平均費用
Ct : t期における実績平均費用
実積費用が想定費用を上回れば，その差額の一定比率aしか料金算入が認められない。逆に，経営
努力により実績費用が想定費用を下回れば，その差額の一定比率1-aは企業に報奨として与えら
れ，残りが値下げ還元される。この方式の下では雫企業は費用を節減すれば利潤を増大できるから，
全面的なコストプラス方式に比べ効率的な経営を行う誘因を与えられる。
この算式において，分配定数aがOに近い値に設定されれば，料金が固定化され企業の財務上のリ
スクを大きくするおそれがあるし，逆に lに近い値であれば，現行のコストプラス方式に近づくこ
とになる。一般に，経済的・技術的な不確実性が増大するにつれ，誘因を弱め，コストプラス方式
に近づけることが望ましい。
これまでに導入された費用調整方式は，電力会社の総費用に関する包括的なものではなし総費
用のうちの個別の構成費目に関するものが大部分である。部分的費用調整方式の適用対象としては，
営業費が適しており，米国の一部の')01>1において電力会社の燃料費・買電費等に適用されてきた。具
体例としてニューヨーク+Hのケースをとりあげよう 22)。
22) Joskow & Schmalensee (1986). p.41. 
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1983年に，ニューヨーク公益事業委員会は 2つの電力会社を対象に，燃料費(および翼電費)の
節減を促すことを意図した部分的費用調整方式のインセンティブ規制を導入した。その下で，電力
会社は将来1年聞の想定燃料費の算定を求められ，この想定費用は料金に算入される。実際の燃料
費と想定燃料費に差が生じた場合，一定の比率で電力会社とその需要家の聞で分担することになる。
すなわち，電気料金はその差額の80%を分担するように改定され，電力会社は残りの20%を分担す
る。このプログラムには電力会社の報奨または制裁の額に対して一定の限度が設けられている。想
定燃料費と実際の燃料費との年聞の差額が5，000万ドルを超えると，超過部分の料金への算入比率は
90%に上昇し，電力会社の分担比率は10%に低下する。さらに，年間の差額がI億ドルに達すると，
この調整メカニズムは， もとの燃料費の料金全額算入方式に戻る。電力会社が分担する報奨または
制裁には，年間1500万ドルの限度が設けられているつこの種のスキームは.(2)式においてCtとC*(7)
差額が大きくなると，分配定数aの値を引き上げることに他ならない。実績費用と想定費用との異常
に大きな差額は，電力会社の管理の範囲を超えた偶発事に支配される傾向があることからすれば，
こうしたスキームの設定は妥当なものといえよう。
燃料費および買電費l丸不確実性の高い費目ではあるが，相当程度，電力会社の経営者によって
管理が可能である。したがって，こうした方式の導入により，電力会社は，その燃料購入または買
電契約の交渉にあたって，費用削減努力を促されることになろう。
この方式の難点として，導入した各+1'1での経験では，エネルギー情勢の変化による燃料費の予想
外の変動など，電力会社の経営者の管理しえない外部要因の影響を受ける場合，誘因メカニズムが
十分に機能しないことが指摘されている。
(4) 指数連動方式
指数連動方式は，供給費用を抑制するインセンティブを電力会社に提供するために，実際の供給
費用の変化率を何らかの指数に連動させるものである。基準とされる指数としては消費者物価指数
(CPI)などが用いられる。 3-4年にも及ぶ通常の料金改定聞の期間に，電力会社はCPIの変化に
見合う費用変化について，四半期ごと，半年ごと，あるいは毎年料金を調整する。この方式の有効
性を高めるためには，対象とされる費用は，電力会社が管理しうるものでなければならない。この
点から，指数に連動する費目として営業費，とくに人件費，資材購入費等が適している。
この方式の下では，規制期間はまず，通常の料金改定時に対象とされる費用についてのベース水
準を決める。以後，四半期ごと，半年ごと，あるいは毎年，これらの費用の増加率をCPI上昇率に連
動させる形で料金調整がなされることになる。これらの費用の増加率がCPI上昇率を上回る場合に
は，その超過額は料金算入が認められないから電力会社により負担きれねばならないc 逆に，費用
の増加率がCPI上昇率を下回る場合には，電力会社はその節約額を報奨として得ることになる。指数
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連動方式の実例としては， 1979年から83年にかけて， ミシ tj、ン公益事業委員会がDetroit Edison 
Company に対して燃料・買電費を除く運営・維持費を対象に， CPIに連動して毎年料金を調整する
プログラムを実施したケースなどがある 23)。
こうした方式は，対象とされる費用について伝統的な方式に付随するコストプラスの側面を取り
除く効果を持つ。この方式の下で，電力会社は，より低コストの供給業者から資材を購入したり，
より有利な契約をめざして労組と交渉を行うなど，費用節減に努力することになろう。また，規制
ラグが大幅に減少するため，インフレに対しより敏速な料金調整が可能となる。反面，その問題点
として，①費用節減に重きが置かれる余り，サービスの質が低下するおそれがあること，②資本費
が対象外とされるため，指数に連動する可変的投入物の代わりに資本を過度に使用する誘因が生み
出されるおそれがあること，③企業の生産性が何ら考慮されていないこと24)，が指摘できょう。
(5) 発電所パフォーマンス・インセンティブ方式
米国の電気事業においては，電力会社に発電所の効率的な運転または建設を促すことを目的とし
て，発電所のパフォーマンスとインセンティブを結びつける方式がかなり広汎に採用されている。
発電所パフォーマンス・インセンティブ方式は現在，全米18州の30電力会社の発電所に適用されて
いるとみられ，さらにいくつかの州が採用を検討中である 25)。
発電所の運転効率の評価基準としては，熱効率，稼働率，または負荷率が用いられる。熱効率(heat
rate)は， 1k羽市の電気を生産するのに必要とされる燃料の量 (btu)でiRIJられる。これが低いほど，
発電所は効率的に電気を生産したことになる。米国電気事業における平均熱効率は約1万btu/kWh
である。稼働率 (equivalentavailability)は，発電所がフル稼働で電気を生産するために利用可能な
年聞の日数の比率で表わされる。これが高いほど，発電の単位あたり資本費は低下する。米国では
化石燃料系汽力発電所の平均稼働率は約80%とされている。また，負荷率 (capacityfactor) とは，
実際の発電電力量を，当の発電所が年聞を通じて継続的に運転した場合の電力量で除したものであ
る。定検や不時の故障により，平均負荷率は70%程度である。
全米各地のプログラムの中には，一つの評価基準に基づいてインセンティブを提供するものもあ
れば，複数の評価基準を組み合わせて用いるものもある。また，フログラムにより，良好なパフォ
23)料金調整のための基準としてのCPIの採用は， ミシカザンでは自動車産業の賃金契約において生計費アローワンス条項とし
てすでに広く使用されておれなじみがあったため，市民の支持が得られやすかったといわれる。ミシガンリNにおける指数
連動方式についての詳細は， Demlow (1979)， pp.539-40 : Schneidewind & CampbeII (1981)， pp.407-413を参照のこと。
24)企業の生産性を考慮した指数連動方式は， 1980年 4月から 3年間.ミシカツ委員会により市内電話会社MichiganBelHこ対
して適用きれている。 電話事業には，燃料・買電費のように不安定な費目が存在しなしもため，そのプログラムのアプローチ
は包括的であった。 MBの料金は.次式のように， CPIから同社の過去の平均生産性上昇率4%を差しヲjl、た{直に，規制ラグ
短縮謂雪量定数0.9を乗じて調整きれた。
l.P!P= (CPI-4) xO.9 
この算式Ll:，プライスキャップ方式にかなり近似している。 Schneidewind& CampbeII (1981)， pp，410-1. 
25) Petersen (1988)， p.453 
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ーマンスを報奨するものもあれば，貧弱なパフォーマンスを制裁するものもあり，賞罰両方を備え
ているものもある。インセンティブの大きさも千差万別で1 中には数百万ドルといった多額のもの
もある。インセンティブは，電力会社に系統大で適用きれるよりは，むしろ個別発電ユニットを対
象とするケースが多い。普通，プログラムには，提供されるインセンティブの大きさを決めるため
の算式が定められており，その算式の中に報奨も制裁も提供されない中立パフォーマンス帯域(dead
band)が設けられていることが多い。この帯域を上回るパフォーマンスを達成した場合には燃料費節
約額の一部を報奨として電力会社に与え，逆にこれを下回る場合には燃料費増加額の一部を制裁と
して電力会社から徴収する。
具体的な事例を取り上げよう 26)0 1984年に，アリゾナ公益事業委員会'i，Arizona Public Service 
Companyの原発PaloVerde 1号機を対象として，評価基準に負荷率を用いたインセンティブ・プロ
グラムを開始した。このプログラムでは，当の発電ユニットの負荷率についてパフォーマンスの標
準として60-75%の中立帯域が設定された。この帯域内の負荷率を達成する場合，報奨も制裁も提
供きれない。 75-85%の聞の負荷率を達成すると，コストの低いこの発電所をより多く運転しコ
ストの高い発電所をより少なく運転することで実現される燃料費節約額の50%に等しい報奨が会社
に与えられる。きらlこ， 85%を上回る負荷率を達成すれば，それによりもたらきれる燃料費節約額
の100%に等しい報奨が与えられる。逆に，負荷率が50-60%の間である場合には，標準を下回るパ
フォーマンスにより引き起こされる追加的燃料費の50%に等しい制裁が課せられる。負荷率が
35-50%のレンジに低下する場合には，制裁は引き起こされる追加的燃料費の全額に等しくなる。
さらに， 35%を下回る場合には，委員会は当の発電ユニットについてレートベース算入の見直しに
着手することになる。
発電所パフォーマンス・インセンティブ方式は，連邦エネルギ一規制委員会 (FERC)がはじめて
採用したインセンティプ・プログラムである点でも注目に値する。 1983年、 FERCは当初3年聞の試
行として， Virginia Electric and Power Companyの4基の原発ユニットおよび12基の石炭火力発
電ユニットを対象に，それぞれ稼働率および熱効率をパフォーマンス評価基準とするインセンティ
ブ・プログラムを実施した。実際のパフォーマンスが標準としての5%の中立帯域を外れて燃料費
水準の増減がもたらされる場合，会社に対して制裁金または報奨金が課せられることなる。この制
裁金または報奨金は，自己資本報酬率の相応する変化に換算されることになるれ最高額iネ 100ベ
ーシスポイント相当の自己資本報酬率の変化に収まるように制限されている。
発電所の運転効率の向上を意図したパフォーマンス・インセンティブ方式においては，実際のパ
フォーマンスの比較の対象とすべきパフォーマンス標準(中立帯域)の設定にあたり，ヤードステッ
26) Joskow & Schmalensee (1986)， pp.41-2 ; Owens (1983). pp.363.4.また， ミシガン州、lにおいて1977年からお年にかけ
て実地きれた稼働率を評価基準としたプログラムに関して， Demlow (1979). pp.537-8を参照のこと。
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クの手法が用いられる。したがって，電力会社に対して，発電所のパフォーマンス改善のためのき
わめて現実的な誘因を提供する。反面，その難点として，電力会社が測定されるパフォーマンスを
改善するために，保守に過度の支出をしたり，燃料選択上のバイアスを持つおそれが指摘できょう。
一方，いくつかの州では最近，未完成の原発の完工について事前に目標建設費を設定し最終的
な実績建設費をそれと比較することにより建設費管理上のパフォーマンスを測定し.インセンティ
ブを提供するプログラムが導入されている。こうしたプログラムは一般に.特定プラントの完工に
関する規制機関の見直し作業の過程で出現しており，規制制度に恒久的に加えることを意図された
ものではない。
1983年に，ニュージャージ一公益事業委員会は， Jersey Central Power and Light Companyと
の聞に， Hope Creek原発の建設費を管理するための協定を結んだ。実績建設費が目標建設費である
35.5億ドルから37.9億ドルまでの中立帯域に収まれば，報奨も制裁も与えられない。実績建設費が
37.9億ドルを超える場合，会社はそれが目標建設費上限の110%までなら80%，110%超なら70%し
か料金で回収できない。実績建設費が35.5億ドルを下回る場合には，会社はその節減額の20%を取
得することが認められている。具体的には，報奨または制裁は，発電所が完工し，レートベースに
算入される時点で〉認可報酬率に対する正または負の調整を通じてなされる。最近，ニューヨーク，
マサチューセッツの規制機関もこれと類似したプログラムを特定の原発に適用している。そのほか，
アリゾナ，コネティカット，ペンシルベニア，イリノイなどの規制機関では，原発に建設費キャッ
プを設定し，その水準を上回る費用について，慎重きを欠いて引き起こされたものとみなす方式を
t采用している。
建設費管理のパフォーマンス・インセンティブ・プログラムは.発電所建設プロジェクトの最小
可能なコストでの完成を促すことを意図している。それが適切に運用されるためには，規制機関が
将来における発電所の完成費用を正確に予測しうることや，一般物価水準の変化や環境その他の規
制の変化など不確実な要素への考慮を十分になしうること，が前提となろう。しかし規制機関に
建設費に関する専門的な情報の蓄積を期待することはできないだろうし，将来の不確実性を目標建
設費に織り込むことも困難な作業であろう。加えて，建設費管理プログラムには‘①ライフサイク
ルコストからみて望ましいにもかかわらず，大幅に費用がオーバーランするリスクを持つプロジェ
クトを回避しようとする誘因や，②将来の高くつく取替・保守費用を犠牲にして、当初の建設費を
最小化しようとする誘因，を経営者に生み出すおそれがある 2九こうした問題点を考慮すれば，発電
所建設費についてインセンティブ・プログラムを採用する必要があるかどうかは疑問である。
27) Owens (1983). p.364. 
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(6) 料金水準ヤードステック方式
FERCの調査委託を受けたコンサルタント会社. Resource Consulting Group. Inc. (RCG)が
1982年10月に提出した t)ポートには，系統大で電力会社に生産性改善を促すことを意図した包括的
なインセンティプ方式が提案きれていた問。料金コントロール・インセンティブ・プログラム(RCIP)
と呼ばれるこの方式では，電力会社の生産性を評価する尺度として，料金水準すなわち，総電力販
売収入/k¥¥市販売量を用いる。ある電力会社の料金パフォーマンスは，あらかじめ選定された複数
の比較可能な他電力会社のグループのそれと比較きれる。そのさい，当の電力会社は，現在の料金
水準(静態的ノfフォ--:;>ンス)と，最近5年聞の料金変化(動態的パフォ--:;>ンス)の2面において，比
較対象他社とそのパフォーマンスを比較されることになる。当の会社のパフォーマンスが比較対象
他社の平均パフォーマンスを上回る場合，通常のように自己資本報酬率の引き上げを通じて株主に
報奨が提供されるのではなし会社の幹部経営者に対してボーナスが与えられる。このボーナスは，
料金支払者により負担されることになる。平均以下のパフォーマンスについては，制裁金が賦課さ
れることはない。
料金水準ヤードステック方式の強み'i.そのパフォーマンス評価の包括性と客観性にある。特定
業務ではなく企業全体としての経営努力の結果をパフォーマンスとして評価することができる c こ
のことは，特定費用の節減を意図した方式において問題とされる，企業による意図的な操作の影響
を受けにくいことを意味する。加えて，この方式は，比較可能な他企業または産業平均とのかなり
客観的な比較を促すことができょう。
一方，問題点として指摘しうるのは，次の2点である。第 Iに，パフォーマンス評価基準として
用いられるk¥¥市あたりの料金収入は，経営効率の格差だけではなく，地理的な条件(燃料・買電の利
用可能性).気象条件，需要条件，規制政策等の違いによっても，電力会社間でかなり差がつくもので
ある。したがって，計測されたノfフォーマンスは，経営の相対効率以外の要因を反映した結果かも
しれないのである。第2に，この方式では，サービスの質(供給信頼度)の違いが反映されていな
い。たしかに，サービスの質を維持するための費用は，地理的条件や気象条件等に依存して電力会
社間でかなり異なるために，計測が容易ではない。しかしながら，サービスの質を除外した場合に
は，相対ノfフォーマンスを改善する手段として，サーピスの質を犠牲にする誘因が生み出される危
険性がある。
こうした難点を考慮して，結局，このプログラムは. FERCにより採用されるには至らなかった。
しかし，中西部諸州において電力を供給するNorthern States Power Companyてな，寒冷地域の
比較可能な10電力会社とkWhあたり料金収入を比較し報奨または制裁を自己資本報酬率の調整を
通じて提供する，料金水準ヤードステック方式の導入(州規制l機関の認可が必要)を検討中といわれ
28) Owens (1983). pp.361-3; Strasser & Kohler (1989). p.63. 
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る29)。
5.代替的規制としてのプライスキャップ方式
(1 ) そのしくみと利点
前節で検討したインセンティブ規制方式は，費用節減への誘因を提供するように総括原価方式に
修正を加える試みて沿った。これに対し，総括原価方式に代わる新たな料金規制の枠組みとして，
プライスキャップ方式が最近注目を集めている。この方式は，総括原価方式のように総費用に事業
報酬を上乗せすることによって料金を算定するのではなし直接，料金そのものに上限を設定する。
この方式において，規制機関の作業は，従来のように原価査定を行うことなし定期的(通常3-5
年の間隔)に実施される見直しのきいに，ただ料金上限の算式とパラメーターの値を決めるだけであ
る。企業は毎年，算式に基づいて決められる上限内で， 自由に料金を改定することが認められる。
ある年に上限までの料金改定が実施きれない場合、その積み残し分は翌年以降に持ち越される。
プライスキャップ算式の基本型は，次式による。
Mt=Pt-l+Pt-l (I-X) 
ここで， Mt: t年における上限料金の水準
Pt-1 : t-l年における料金水準， 1:年聞の物価指数変化率
X:企業の年聞の生産性向上努力率
(3) 
この算式は，物価上昇による費用増の一部を企業の生産性向上努力 (X)によって吸収させること
を意図している。規制対象とされる企業は， Xに見合う料金引下げ圧力を受けることにより，生産性
の向上に努力せざるを得なくなる。経営努力によって生産性が大幅に上昇すれば匂企業は利潤を増
大させることが可能で、ある。
この算式において， 1としては，消費者物価指数 (CpI)など，総合的な指標が用いられよう。一
方，規制機関に委ねられるXの値の選択は，企業にとっても，消費者にとっても，重要な意味を持
つ。 Xの値の引下げ改定は，企業にとって，生産性向上努力により，利潤を増大させる可能性が高ま
ることを意味する。これに対して， Xの値の引上げ改定は，料金上昇率を抑制することになるから，
原則として，消費者の利益につながる。しかし Xの値が過度に高く設定される場合には，企業の財
務悪化を招き，サービス水準の低下がもたらされよう。 Xの値は，理想的には，将来数年間における
当の企業の生産性ポテンシャルに基づくことが望ましいが，これを正確に予測することは困難で、あ
る。そのため，比較的簡便に，過去の生産性上昇率の記録を勘案して決める方法が採用されている。
プライスキャップ方式では，現行の料金規制のように利潤水準ではなく，料金そのものに限度を
29) McIntyre (1983). p.350. 
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設けることから，次のような利点を持っている。①少なくともXの値が改定されるまでは，利j閏が増
大しても料金引下げをしなくてよいため，企業にとって費用節減への誘因が強く働く。②企業は，
市場条件の変化に対応して、その上限内で柔軟に料金を設定することができる。③事業資産に一定
率を掛けて事業報酬を算出する方法をとらないため， A-J効果を生じない。④料金総収入と総費用
とが切り離されるため雫非規制事業への内部補助の誘因がなくなる。⑤原価査定や共通費配賦が不
要なため，運用が容易で、規制コストが小きい。こうしたことから，この方式では‘現行料金規制lが
内包する欠陥の多くを取り除くことが期待できる。
プライスキャップ方式は，競争的な市場が形成されつつある英国の電気通信・ 7ゲス事業、米国の
電気通信事業において最近採用されている。そこで以下，両国における制度の概要を検討しておこ
つ。
(2) 英国におけるプライスキャップ規制
英国においては， 1985年11月に.民営化きれた支配的な電気通信企業， British Telecom (BT)に
対して，プライスキャップ規制が導入きれた。その下で， BTの主要サービス料金の加重平均値上げ
率は，小売物価指数 (RPI)マイナスX(1989年7月末までx=3%，その後改定されて4.5%)の上限内に
抑えられている。規制対象とされる主要サービス料金は，当初，電話の基本料と圏内ダイヤル通話
料ときれたが，その後の改定のさい国内手動通話料が追加されている。このほか， 1989年8月の改
定以降，個別の料金上限として，基本料，設備料(算式の対象外)について.それぞ、れRPIプラス 2%
が設定されている。改定後の新方式の適用期間は， 4年間である。
プライスキャップ方式は， 1986年に民営化されたBritishGas (BG)にも適用された。その算式
は，次式による。
Mt=Pt-1 +Pt-1 (I-X) +Yt-Kt (3) ， 
ここで， Yt: t年におけるサームあたりガス費
Kt: t年においてなされるべきサームあたりの修正要素30)
カやス事業においては，投入物の大宗を占めるカースの価格がきわめて不安定で"， RPIと大幅な黍離を
生じる傾向があるため，カ、.ス費についてはYtによりストレートに消費者に転嫁する方式がとられて
いる。 BGは，供給業者からガスを購入する以外に，一部自社の方、ス白から生産している。この自社
生産カゃスについては，国税庁が課税目的で決める価格を市場価格とみなしている。
このように，値上げ率がRPIマイナスx(X= 2%ときれている)に制限されるのは，カやス費を除い
た部分である。したがって，利益率を高めるためには， BGは年間2%以上，非ガス費(人件費，資本
30) j妻正要素Ktは，ある年における料金の過不足 (underchargingor overcharging)を{修正するものである。 Ktの設定には.
BGがYtやIの予測を誤った結果として利益を得たり，財務業績の改善をねらいとして予測値を意図的に操作したりすること
を防止する目的がある。 Vickers& Yarrow (198)， p.264. 
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費，等)を削減しなければならない。
(3) 米国におけるプライスキャップ規制
米国の連邦通信委員会(FCC)は， 1989年7月，有力な長距離通信企業AT&Tに対して，年聞の料
金改定の上限を国民総生産価格指数 (GNP'PI)マイナスX(プラス調整要素)とするプライスキャッ
プ方式を導入した。生産性上昇努力分のXは3%ときれた。これは，米国電気通信事業における過去
の生産性上昇率の実績値2.5%に， AT&Tに対する追加的な生産性向上努力分0.5%を加えたもので
ある。この方式の適用にあたって， AT&Tが提供する各種サービスはー次の3つのバスケットに区
分された。
.住宅用および小企業用サービス・バスケット(昼間市外通話，夜間市外通話.夜間週末市外通話，国
際通話，等)
.800番(着信課金)サービス・バスケット(レティライン800，メカー コム800.AT&T 800，等)
.企業用サービス・バスケット(プロアメリカ， メガコム，広帯域専用線，等)
これらの各バスケットについて，それぞれ上記のプライスキャップ算式が適用される。バスケッ
トごとに算式が適用されるのは，競争が激しい大企業向けのサービス分野においてAT&Tが自社に
有利な料金を設定するために，住宅用等小口のサービス料金を値上げして，内部補助することを防
止するねらいがある。パスケソト内の個々のサービスについては，年間4または 5%(サービスによ
り異なる)までの値上げまたは値下げが認められる。ただし，消費者保護の観点から，住宅用サービ
スの加重平均料金については，年聞の値上げ率を 1%以内に抑えることときれている。
一方，州レベルにおいても，いくつかの規制機関が市内電話会社に対して，プライスキャップ方
式の適用を開始した。州規制において注目きれるのは， (3)式のような算式による料金上限の設定に
加え，利益が一定比率を上回る場合，その超過分を会社と料金支払者の聞で配分するしくみ(利益配
分方式)が採用きれている点である31)。典型的な事例としてカリフォルニアを取り上げよう。
カリフォルニア委員会は， 1990年 1月，州内の大手市内電話会社PacificBellとGTEtこ対して，プ
ライスキャップ方式を導入した問。両社に適用される料金改定の上限は， GNP'PIマイナス4.5%と
された。規制の対象i，市内電話. LATA間市外電話，等の独占的サービスと，情報アクセス等の
一部競争的サービスであり，完全競争的サービスは除外される。このプログラムにおいては，報酬
率について 2段階のベンチマークが設定されている。最初のベンチマークは13%で，会社の報酬率
がこれを上回ると，その超過分の利益は会社と料金支払者が50%ずつ分け合う。会社の報酬率がさ
らに第 2のベンチマークである16.5%を上回れば，その超過分の利益はすべて料金引下げの形で料
31)これは，スライディング・スケー ルの利益配分スキ ムを取り入れたものに他ならない。
32) Public Utilities Forln忽htly，Dec. 7， 1989， pp.65-6; Jan. 4， 1990， pp.49-50 
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金支払者に与えられる。報酬率が2年間続けて11.175%を下回る場合には，プライスキャップ算式
を見直すこととされている。
ミシカツ委員会により， 1990年3月に， Michigan BelHこ対して導入されたプライスキャップ規制
における利益配分方式は，配分先に州内の電気通信インフラストラクチュア整備事業を加えた点で
ユニークである。この制度の下では， 13.25%を超え14.25%までの利益については，会社，料金支
払者，通信設備建設の聞にそれぞれ25%，25%， 50%の比率で配分される。 14.25%を超え17.25%
までの利益については， 3者聞に各50%，25%， 25%の比率で配分される。さらに， 17.25%を超過
する分の利益は，会社と料金支払者の間で25%対75%の比率で分配されることになる33)。
このほかの州では，ニューヨークにおいてすでにプライスキャップ規制が採用きれており，イリ
ノイ，ウィスコンシン，テキサス，オレゴンなど数州において近々の導入が予定きれている。州レ
ベルのプライスキャップ規制においては一般に，利益配分方式が設けられているが，これは，市内
電話サービスの独占性が依然強いことから，会社による超過利潤の取得に対する歯止め措置とみら
れる。ちなみに， FCCによる市内電話会社のアクセスチャージに対するプライスキャップ規制案(導
入は1991年 1月の予定)においても， 自動安定機構 (automaticstabilizer)と呼ばれる利益配分アレンジ
メントが設けられている。
(4) 残された諮問題
プライスキャ yプ方式については，英国でのこれまでの経験等から，いくつの問題点が指摘され
ている。
第 1に，企業が過大な利益を計上し続ける可能性がある。英国電気通信事業において当初適用さ
れたRPIマイナス 3%の算式ti，通信機器産業における急速な技術進歩，需要の成長，そして多額の
利益からみて， BTtこ対して寛容で、あったと指摘きれている34)。当初のXの値3%については，現在
および、将来の生産性ポテンシャルを正確に予測することが困難であったため，規制機関とBTの聞
の交渉により決定されたといわれる問。プライスキャッブ方式においては，企業の利益が持続的に高
いことが判明すれば，定期的な見直しを通じて， Xの値が引上げ調整される。 BTの場合， 1989年8
月から新たに適用されたXの値は.4.5%に号iき上げられた。企業利潤の適正水準への調整のために
は，①Baumolが提唱するように，事前に定めて報酬率の最高値と最低値の範囲を外れた場合に算式
を見直す方式36L②米国の州規制において市内電話会社に対して採用されている利益配分方式，など
が有効な方策とみられる。
33) The Lines (Michigan Bell). March 19. 1990. 
34) Vkkers & Yarrow (1988). pp.235. 240. 
35) Strasser & Kohler (1989). p.67. 
36) Baumol (1982). pp.17.8 
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第2に，企業は，算式の適用対象となるサービス・ク、、ルーフ。のバスケット内で個々のサービスの
相対料金を変更する大きな自由を与えられるため、独占的なサービス分野で高い料金，競争的なサ
ービス分野では低い料金が設定される可能性がある。英国では，市内通話サービスと長距離通話サ
ービスの聞で¥過度と思われる料金調整 (rebalancing)が実施きれた。たしかに，ある程度までのリ
バランシングはコストに基づいて正当化きれうる。しかしかりにそれが歯止めなく行われるとす
れば，市内サービス市場における独占力の行使によって，競争市場で発生した損失を容易に埋め合
わせできることになり，規制システムの存在自体を無意味にするおそれがある。このような問題に
対して， Vickers & Yarrowは.算式の適用対象を独占的な市内サービスだけに限定することを提
案している37)。この点に関しては，米国でAT&T'こ対して実施されたように，複数のサービス・バ
スケットを設ける工夫も有効な対応策であろう。
第3に，費用節減への誘因が強いため，サービス品質の低下を招きやすい。このことは，前節で
総括原価方式を補整する各種インセンティブ方式を検討したさいにも，問題とされた点であった。
英国電気通信事業での経験でも，プライスキャッフ。規制への移行後，故障の頻発，回線の混雑，機
器の設置や修理作業の遅延などBTのサービス品質の顕著な低下が指摘きれた38)。その後，規制機関
の指導により，修理や機器設置の遅延について， BTが利用者に対し一定の補償金を支払うという歯
止めが設けられ，最近ようやくサービス水準の改善がみられるようになった。他のインセンティブ
規制!と同様，プライスキャップ方式においても，規制機関によるサービス品質維持のための監督が
不可欠である。
第4に，数年ごとの算式見直しの直前になると，企業は， Xの値が低く設定されるように，生産性
を意図的に低下させる誘因を持つ39)。こうした規制ラグのマイナス効果は，算式の見直し時期が事前
に設定される限り，避けられないだろう。
このほか，競争が十分で、ない事業分野に適用された場合には，料金が常に上限に張り付くおそれ
があるのではないか，生産性ポテンシャルの低い事業分野には向かないのではないかペ等の批判や
疑問も提起されている。
37) Vickers & Yarrow (1988). p.225. 
38) OFTEL. A附則1Report 1987 
39) Vickers & Yarrow (1988). p.24L 
40) Lewis & Sappington (1989)は.プライスキヤソプ規制と総活原価方式を選択制で提供された場合.大きな生産性向上ポ
テンシャルを持つ企業は前者を選び.低い生産性ポテンシャルを持つ企業は後者を選ぶことを示唆している。
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6.結び
市場の競争化に伴い，わが国の電気事業においても，経営効率向上への誘因と料金設定上の柔軟
性を提供しうる料金規制システムを工夫していくことが必要で、ある。そのきい，小論で検討してき
た各種インセンティブ規制方式が参考となろう。各種インセンティブ規制のうち，これまでに最も
完成度の高いものの一つがプライスキャップ方式である。この方式には，すでにみたように，多く
のすぐれた資質が備わっており， コンテスタビリティが高まってきた公益事業分野について，前向
きにそれの導入を検討すべきであろう。わが国においては，本格的な競争が導入された電気通信事
業等において.総括原価方式に代わる料金規制方式として適用を検討する段階にさしかかっている
と思われる。
しかしながら，電気事業については.ある程度の競争要因の出現が認められるものの，依然，既
存企業による独占的な供給制度が維持されている。こうした状況の下でプライスキャップ方式を導
入しでも十分な効果が得られるかどっか，疑問が残る。第1に，競争圧力が働かないため料金が常
に上限に張り付くなど，その本来の利点を十分活かせないことが考えられる。第2に，電気事業に
ついては，投入物のうち重要な比率を占める燃料の価格がかなり不安定で，物価指数と大きく柔離
する傾向があるため，これを算式の中にどう織り込むかという難問に直面する。カヌ事業に対して
プライスキャップ規制を導入した英国においては，算式をI-X十Yとして，北海方、ス購入価格の上
昇をYにより消費者に対して全面的に転嫁するやり方がとられている。電気事業においてプライス
キャップ規制を導入するとなれば，燃料費について同様のやり方が用いられることになろう。しか
し，こうしたやり方は，かつて米国電気事業において広く採用された燃料費調整条項とその性格を
等しくするものであり，全投入物の中で相当な比重を占める燃料費について，費用節減への誘因が
全く働かなくなるおそれがある。このようなコストプラス要因をビルトインすることは，インセン
ティブ規制の本来の趣旨と矛盾するじ第3に，電気事業に限ったことではないが，わが国のように，
物価水準が落ち着いている状況の下では，インフレへの料金調整ラグの緩和をそのねらいのーっと
するプライスキャップ方式の導入の必要性は，欧米諸国ほど高くないともいえる。こうした点を考
慮すれば，電気事業へのフ。ライスキャップ方式の適用については，慎重にその是非を見極める必要
カfある。
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